復興公営住宅等生活相談支援業務　業務実施計画

（目　的）

復興公営住宅等への移転が完了し、防災集団移転地への移転も進む中、当該の団地及び周辺の既存住宅とのコミュニティの構築のための事業を推進するとともに、主任と地域生活支援員が訪問等で得た情報を、地域福祉コーディネーターや地域の民生委員児童委員、場合によっては関係機関へ繋ぎ、円滑な生活相談支援業務を実施する。

（期　間）

　　令和２年４月１日から令和３年３月３１日

（範囲及び内容）

（１）復興公営住宅及び防災集団移転地での事業
　　ア　相談、介護、生活支援が必要と認められる世帯の把握

　　イ　支援が必要な世帯に対する訪問、声かけ、見守り等

　　ウ　入居者及び周辺住民による茶話会等の開催支援

　　エ　住民主体の互助グループの立ち上げ支援

　　オ　支えあいの活動のための人材育成並びに活動拠点、地域コミュニティの拠点づくりのための支援

　　カ　既存の町内会長、民生委員児童委員等の相談、側面支援
　　キ　団地会や町内会単位などの小地域でのサロン活動の推進
（２）業務委託に係る必要書類の提出

（３）事業の円滑な推進のため、石巻市福祉部生活再建支援課と随時連絡調整する。
（人員配置）

　　業務を実施するにあたり、下記の人員を配置とする。

（１）
復興支援課
ア　総括事務局として、監督者並びに事務局職員、生活支援アドバイザーを置く。
イ　復興公営住宅担当と防災集団移転地を含めた総括する職員を配置する。
（２）地域福祉コーディネーター

１６の地区民生委員児童委員協議会単位（石巻、住吉、門脇、湊、山下、蛇田、荻浜、渡波、稲井、釜・大街道、河北、雄勝、河南、桃生、北上、牡鹿）を基準に１３名配置する。
（３）主任

復興公営住宅担当、防災集団移転地及び業務の担当主任として事務局にも配置し、地域生活支援員からの報告書類の整理、担当課長へ相談・報告、訪問宅等の実情把握、適宜、関係機関への連絡調整を行う。
（４）地域生活支援員

復興公営住宅担当、防災集団移転地及び業務の従事者として事務局にも配置し、入居者の現状や安否情報等を整理して主任に報告する。
